平成１１年第５回島田市議会定例会　平成１１年１２月７日・８日本会議

１．原子力災害への対策について

　　本年９月30日の東海村の臨界事故は、我が国の原子力災害史上における最悪の事故となった。95年に起こった高速増殖炉「もんじゅ」のナトリウム漏れ事故といい、97年の東海村の再処理工場の火災事故といい、今や原子力発電の安全神話は崩壊してしまったといえる。今までの議会の質問では市長は原子力行政は国の管轄なので情報も入ってこない、あるいは県の安全計画に入っているからそれでよいといった答弁をされていた。

　しかし、今回の事故では国・県の指示がないなか、東海村の村長が避難命令を発動したという経過がある。万が一東海地震を引き金に25ｋｍ離れたところにある浜岡原発で放射能漏れの事故が発生した場合、島田市ではどのような対策を講じてあるのか伺う。

　　　1)　島田市では原子力災害に対する防災計画は立てられているのか。

　　　2)　万が一浜岡原発で放射能漏れ事故が発生した場合、どのような方法で情報が入ってくることになっているのか。

　　　3)　国道や東名高速道路で危険物の輸送中に事故が発生した場合、消防、医療関係者はどのようにかかわることになっているのか。放射性物質の場合はどのようになっているのか。防護服や放射能検出器等は用意されているのか。

　　　4)　現在、国会で原子力災害対策特別措置法が審議されているが、この法律に対する見解を伺う。また、この法が制定されると災害時の指揮権はどのようになると考えているのか。

　２．財政について

　　　99年11月28日発行の県民だよりに「緊急事態にある県財政」として来年度予算では 1,100億円の財源不足になると静岡県財政危機宣言がなされている。財源不足の理由として県税収の落ち込みと公共事業の積極的実施による借金残高の増加が挙げられている。このように悪化した県財政を立て直すためには外部委託を活用したり、補助金を見直したり、主要プロジェクト、イベントなどの計画を見直し経費削減をしていくとのことである。そこで、県財政と密接に関連している我が島田市の財政はいかがか伺う。

　　　1)　島田市の財政は健全な状態と言えるのか。

　　　2)　市民の将来への不安をぬぐうためには、中・長期の財政計画を明らかにすべきでないか。

　　　3)　来年度バランスシートの導入を検討するのか。

　　　4)　県営静岡空港及び新幹線新駅構想は県財政とともに我が島田市の財政悪化の要因となると思われる。県出身の市長としては県財政建て直しのためにも我が島田市の財政のためにも「空港計画と新駅構想を凍結すべき」と進言するつもりはないか。

　　　5)　2000年以降の少子高齢社会では福祉面での行政需要が膨張することは明らかである。このような状況下では新幹線新駅構想は市民に金銭負担を強いるのみならず、福祉を初め様々な行政サービスの低下を招くものである。にもかかわらず市長が初倉に新幹線新駅をつくろうと主張する根拠となる需要予測や建設費負担計画等の数字を明らかにされたい。

◯15番（津田恵子君）　通告に従いまして、質問させていただきたいと思います。

　第１の質問は原子力災害の対策についてです。

　原発の事故を想定した対策を立てるようにと、この場で私は何度も主張してきました。また95年２月、市民から浜岡原発にかかわる市防災計画の確立を求める陳情というのも議会へ提出されました。そのときは議会が改選に当たり、その議論は中座しましたが、当局側でもこのような陳情が出てきたことは十分御承知のことと思います。

　ここで、私が原発の問題について質問するということは、市長は、津田さんはこういうであろうと、多分推測なさっておられると思います。私も市長の答弁のおおよその予測はしております。多分原発は安全だとおっしゃるでしょう。しかし安全であるとか、起きるはずがないと言った言葉が、国や県や市など、公権力を持ったところから出てくると人々はかえって危ないという反応を示してしまうのが今日です。このことを先に伝えておきまして、質問させていただきたいと思います。

　１点目、原子力災害への対策についてです。

　本年９月30日の東海村の臨界事故は、我が国の原子力災害史上における最悪の事故となりました。95年に起こった高速増殖炉「もんじゅ」のナトリウム漏れ事故といい、97年の東海村の再処理工場の火災事故といい、今や原子力発電の安全神話は崩壊してしまったと言えます。今までの議会での質問では、市長は原子力行政は国の管轄なので情報も入ってこないとか、あるいは県が安全だと言っているからそれでよいといった答弁がされたように記憶しております。

　しかし、今回の事故で国・県の指示がない中、東海村の村長が避難命令を発動したいう経過があります。万が一東海地震を引き金に25キロメートル離れたところにある浜岡原発で放射能漏れの事故が発生した場合、島田市ではどのような対策を講じておられるのか、お伺いしたいと思います。

　１点目として、島田市では原子力災害に対する防災計画は立てておられますか。

　２点目、万が一、浜岡原発で放射能漏れ事故が発生した場合、どのような方法でそのことが情報として入ってくることになっているのか、お尋ねします。

　３点目、国道や東名高速道路で危険物の輸送中に事故が発生するということがよくありますが、このような場合、危険物というのはアルカリ性のものとか、薬品等々なんですが、消防や医療関係者はどのようにかかわることになっているのですか。

　また、同じように国道や東名高速道路を放射性物質を積んだ自動車が走ることがあると思います。そのときの事故に対する対応はどのようになっているのか、お尋ねします。

　防護服や放射能検出器等は用意されているのでしょうか。ちなみに東海村の臨界事故では倒れた人を救急車で運ぶために３名が放射線を浴びることになりました。このようなことがないように対応がなされているのかどうか、お尋ねします。

　４点目は、現在国会で原子力災害対策特別措置法が審議されていますが、この法律に対する市長の見解をお伺いしたいと思います。

　また、この法が制定されると、災害時の指揮権というのはどのようになると考えておられるのか、お尋ねします。

　次に、財政問題についてお尋ねしたいと思います。

　1999年11月28日発行の県民だよりがあります。ここで県知事は緊急事態にある県財政として、来年度の予算では 1,100億円の財源不足になると静岡県財政危機宣言がなされています。財源不足の理由としては、県税収の落ち込みと公共事業の積極的実施による借金残高の増加が挙げられています。９月議会でも私や他の議員が市の財政はどうなのかという質問がなされました。そのときも多分これと同じような説明を市長がなさったのを思い出します。市の税収が落ち込んでいる、そして国の経済政策として公共事業におつき合いせざるを得ない、そのことが島田市の財政を悪化しているというような、借金残高を増加させているというような説明がなされたと思います。全く県知事と岩村市長は同じようなお考えだなと思って、この県民だよりを読みながら、岩村市長の顔を思い浮かべていました。

　このように悪化した県財政を建て直すために、県は外部委託を活用したり、補助金を見直したり、主要プロジェクト、イベントなどの計画を見直し、経費削減をしていくとのことです。そこで県財政と密接に関連している我が島田市の財政はいかがかお伺いします。

　１点目として、島田市の財政は健全な状態と言えるのですか。

　２点目、市民の将来への不安をぬぐうためには、中・長期の財政計画を明らかにすべきではないかと思いますが、そのお考えはあるかどうか、お尋ねします。

　３点目は、来年度バランスシートの導入を検討するかどうかです。このバランスシートの導入については、県でも検討を始めたと聞いておりますので、島田市でも市民に財政の状況を明らかにする説明材料として、バランスシート導入を検討しているのかどうかお尋ねします。

　４点目、県営静岡空港及び新幹線新駅構想は、県財政とともに我が島田市の財政悪化の要因になると思われます。県出身の市長としては、県財政建て直しのためにも、我が島田市の財政のためにも、静岡空港計画と新幹線構想を凍結すべきと進言するつもりはないか、お尋ねします。

　５点目、2000年以降の少子・高齢社会で、福祉面での行政需要が膨張することは明らかです。このような状況下では新幹線新駅構想は市民に金銭負担を強いるのみならず、福祉を初めさまざまな行政サービスの低下を招くものであると考えています。にもかかわらず、市長が、初倉に新幹線新駅をつくろうと主張する根拠となる需要予測や建設費負担計画等の数字を明らかにされたいと思います。

　以上、質問します。

◯議長（澤脇圭司君）　岩村市長。

　　　〔市長　岩村越司君登壇〕

◯市長（岩村越司君）　津田議員の御質問にお答えいたします。

　最初の原子力災害への対策についてのお尋ねでございますが、私がこう答えるだろうと、おわかりになっているようでありますので、担当部長からお答えを申し上げさせます。

　２番目の財政についてのお尋ねでございますが、健全財政かどうかというような物差しでありますけれども、一つは単年度の収支が均衡していて単年度収支が赤字でないこと、それから経常的な財源を経常的な経費に充てて、なおその余剰をいわゆる建設事業、普通建設事業費などの臨時的な経費に充てることができること。翌年度以降の財政状況をも考慮をして、長期的な市政に立って資金の積み立てや地方債の借り入れを計画的に行っていること、というようなことが挙げられると思います。

　これらを判断する場合に幾つかの指標を使っております。決算分析、普通会計決算ですが、決算分析指標の中の経常収支比率や公債費負担比率が用いられるのが一般的であります。経常収支比率はそれが低いほど、いわゆる経常的な一般財源に余裕があるということになるわけでありますが、一般的には80％以下が適当と言われております。本市の状況は、年を追うごとに実はこれが高くなっておりまして、平成10年度決算では79.8％となっております。ちなみに全国的に見れば 100を超えている団体も実はございます。

　また、公債費負担比率は一般財源総額に占める公債費の充当一般財源の比率が15％を超えると、実は警戒ラインと言われておりますが、当市では平成９年度に12.1％、平成10年度が13.3％と若干高くなってきております。ちなみに全国の市町村の経常収支比率の状況は、平成９年度に平均で83.5％、80％を超えた団体が52％ございます。半分以上の団体が８割を超えているという状況でございます。

　また、公債費負担比率が15％を超えた市町村は、平成９年度に全国で56％を占めておりまして、地方公共団体の財政運営はその時々の経済状況や国の経済政策の影響を、実は大変強く受けるわけでありまして、これは避けて通れないことだろうと思っております。今は税収の伸び悩みにたえながら、市民福祉サービスの維持向上を図り、かつ健全性を意識した財政運営に努めなければならないと考えております。知事の顔と同時に私の顔が浮かんだというお話でございましたが、恐らく74の市町村長さんの顔も、多分同じような顔をしているんではないかと思っています。

　ただ、来年度の国の予算編成が今始まっておりますけれども、これまでの国会審議の状況等を見ておりますと、小渕さんが経済再生対策と経済再生内閣である、その対策をやるために私は頑張っていると、こう言っておられて、何とかことしはプラスの成長率になりそうでありますけれども、恐らく平成12年度ももう１年、今の同じような経済再生のための対策を国の予算を通じてやるんだろうとしますと、当然地方団体も本年度と同様の予算編成ということになるんだろうと、実は思っております。大蔵大臣がそのようなことを来年度はやむを得んのかなと、しかし再来年からは財政再建へ足を入れなければいかんよというようなことを言っておりますので、もう１年はそうした苦難の時代なのかなと、実は思っております。

　それから、翌年度以降の財政計画を示すべきではないかというようなお尋ねがございました。毎年、翌年度以降の主要事業の実施計画を実は私自身がヒアリングをしてまとめておりますが、その実施計画をまとめる過程で、いわゆる一般財源ベース、市がフリーに使える財源の一般財源での収支を推計をいたしております。これは市税などの一般財源の収入と人件費や扶助費、あるいは普通建設事業費、維持補修費といったような性質別に区分した歳出を見込んだものであります。

　ただ、これには実は見込みについては前提がございまして、税制改正がないとしたらと、あるいは扶助費の制度が今のままであったらとか、各種の前提をした上で推計をいたしております。実際、歳入の４割を占める市税について見ましても、今この時点で実は来年度の税制改正がどうなるのかというのは、実は見当がついておりません。

　先ほどもお答えを申し上げましたが、例えばゴルフ場にかかわる利用税の廃止の問題であるとか、何とかこれは廃止をしないで済みそうでありますけれども、あるいは固定資産税の見直しの問題であるとか、いろんな財源論の直接我々に影響する財源論が今行われているところでありまして、政府税制調査会の中ではそれをもんでいるわけでありまして、そうしたものがどうなるのか、それがどうなったらどの程度影響するのか、実は全然来年度の見通しもつかんというのが状況でございまして、ましてやそれが翌年度以降、さらに翌年度と中・長期的な５年とか、10年先にどういう影響が出るのか、どう制度がなっていくのかと、先へ行けば、実は行けば行くほど確定的なことを推計するのは困難な状況になるわけであります。

　また、交付税につきましても、私のまちでは交付団体でありますので、交付税が枢要な一般財源の中での地位を占めております。

　このところの景気の低迷や経済対策による恒久的な減税によりまして、当然のことながら国税収入が減ると、本年度国の予算で言いますと、借金の方が税収よりも多くなったというような状況になっているわけでありまして、そうした状況の中、地方財政計画に対応するには、実は毎年度国が借金をして、そして交付税として地方団体に交付する。それでもなおかつ足りない分は一般的な財源手当としての起債を別途充当するというようなことでここまで来ているわけでありまして、例えば来年度交付税がどうなるのかというのは、実はまだ皆目見当がついておりません。

　出口ベース、通常的なルールで言えば、本年度よりも３割ぐらい減った今予算要求を自治省はしているわけでありますので、それがつじつまを合わせるにはこれからどうなるのかというのも、一、二カ月推移を見ないとわからない状況でありまして、今予算編成作業をするとしても、来年度の予算の収入の見通しがほとんど立たないというような状況でございます。ましてや中・長期的に５年とか、10年の先まで見通して、そうした計画をするには非常に困難でありますし、また示したものが毎年度変化をするということになれば、かえって市民の皆さん方に不信を招くことにもなりかねないわけでありまして、そうした意味で内部で単年度の収支を推計をしているという段階でございます。御理解をいただきたいと思います。

　それから、バランスシートについてのお尋ねがございました。これまで都道府県レベルとか、あるいは市レベルで幾つかの団体が試行的に作成をいたしまして、それぞれの相違点を比較、検討する段階に至ってはいるようですが、それらの先進事例を見ますと、バランスシートを初めとした財務諸表を、実はどういう目的のために、どういう体系、どうしてつくるかと、などについて議論がありまして、今後統一的な基準を探っていく必要があると考えられます。

　このような状況から、当面はバランスシートを初めとする財務諸表の作成につきましては、これらの議論の展開や統一的な基準についての情報収集に努めてまいりたいと考えているところでございます。

　例えば、バランスシートをつくっても、私どものまちだけのバランスシートをつくっても余り意味がないわけでありまして、比較、考量ができるということに意味があるわけであります。そうした意味では一定の基準でつくらないと、私は比較できないだろうと思います。例えばある県では、うちのまちでも道路の延長が市道延長約 900キロございますけれども、道路の財産を評価すればこれは大変な資産になるわけです。当然資産勘定になるわけでありまして、それに見合う負債勘定としての起債をカウントすれば、はるかにそれは資産の方が多くなるだろうと思います。

　そうしたバランスシートをつくったときにどのような意味があるのか、では道路は外すのか、道路を外したときに学校施設はどうするのか、個々具体の議論を詰めていくとバランスシートの持つ意味というのを、きちっと理解した上でつくらないと意味がないだろう。そうした意味では同じような比較ができるような物差しを持つ必要があるだろうと思いますので、そうした意味で少し検討していく必要があるだろうと思っております。

　次に、空港に関連してのお尋ねがございました。４点目と５点目は関係がございますので、あわせてお答えをいたしたいと思いますが、静岡空港は21世紀の本県の優位性を高め、県民の利便性向上や産業経済発展の上で大きく寄与する、いわゆる社会基盤であると。同時に地域開発の大きな核になるとの認識を持っておりまして、空港関係の自治体といたしまして、これまでも積極的に協力してまいったところでございます。

　また、新幹線新駅につきましても、空港とセットで整備をすべき社会基盤であると、このことを主張してきたのは、市とそれから市議会、そして地域住民でありまして、これまでの経緯を踏まえて、かつ島田市の将来の発展に必要不可欠であると、そうした考えで進めてきております。空港本体にかかわる事業につきましては、国の補助を受けまして県が事業主体として進めているものでございまして、そのためのアクセス道路など、県事業につきましても、財政状況を踏まえる中で計画的に事業が進められるものと考えております。

　また、県では主要プロジェクトなど、必要な投資は財政が厳しい中であっても、長期的な視野のもとに行っていくべきとの考え方が示されております。市といたしましては、空港周辺の市が管理する道路改良や河川改修など、市の周辺整備計画及び地元要望を踏まえ、生活環境の向上につながる事業を県の助成を受け、財政状況を見ながら計画的に進めてまいりました。今後もこうしたことに配慮しながら進めていきたいと考えております。今後も市勢発展のため、静岡空港の早期開港と新幹線新駅設置が実現できるよう、これまでどおり最大限の努力をしていく考えに何ら変わりはございません。

　また、新幹線新駅の設置場所につきましては、多くの市民の熱い期待はもちろんのこと、安全性、技術上、費用対効果など比較いたしまして、空港利用客ばかりでなく、市民の利便性や志太平野の都市との連携、発展性など、将来のまちづくりを進める上で初倉地区の平面駅が最良との考え方を示しているところでございます。新幹線新駅についての需要予測、並びに建設費等につきましては、ただいま静岡空港将来構想検討有識者懇談会、この中で調査、検討が進められているところでございまして、来年の１月、あるいは３月の懇談会の中で明らかになるものと思っております。

　建設費用の負担につきましては、期成同盟会設立の際、関係市町に対しまして別途協議をすることになっておりまして、今後協議を進めることになるものと思っております。

　以上、私からお答えを申し上げました。

◯議長（澤脇圭司君）　大石産業環境部長。

　　　〔産業環境部長　大石重範君登壇〕

◯産業環境部長（大石重範君）　１の原子力災害について、私の方からお答え申し上げます。

　1)の原子力防災計画についてお答えします。

　国の原子力安全委員会では、アメリカのスリーマイル島原発事故の反省から、原子力発電所周辺の防災対策を実施する範囲として、原子力発電所を中心とした半径10キロメートル以内を目安とすると提案しています。このことは、まず原子力発電所建設の認可に当たっては、事故が発生しないよう国において厳しく審査しているということ。仮に事故が発生したとしても、放射能の漏えいは工場敷地内にとどまるよう防災対策を施してあること。また万が一、工場敷地外に放射線漏れがあったとしても、その範囲は最大限で10キロメートル以内におさまるとの考えに基づくものでございます。

　本県におきましても、浜岡原発から10キロメートル範囲内のいわゆる関係５町、浜岡町、大東町、小笠町、御前崎町、相良町を対象に静岡県地域防災計画原子力対策編が策定されています。それに基づき関係５町は、それぞれの地域防災計画、原子力対策編を策定しております。しかし島田市は浜岡原発から20キロメートル以上離れておりますので、原子力防災計画を策定する必要はないと考えております。

　次に、2)、原発事故の情報連絡についてお答えします。

　原子力安全協定、原子力発電所の安全確保等に関する協定書によりますと、浜岡原発で放射能漏れ事故が発生した場合は、中部電力から県と関係５町に通知されることになっております。原子力災害時には、県はこれを受けて報道発表を行うとともに県防災行政無線により、県内全市町村に通知することになっています。市はこれを受けて同報無線で災害情報を市民に呼びかけます。そうした場合の事故の細かな内容については、国・県よりマスコミに情報提供されますので、市民はテレビ・ラジオ等の報道を通じて十分な情報を得ることが可能であると考えております。

　次に、3)、危険物の輸送中の事故、対応についてお答えします。

　国道や東名高速道路で危険物を輸送する場合は、輸送事業者はイエローカードと呼ばれるプレートに輸送物資の名称等を記載し、輸送車両に掲示する義務があります。こうした車両が事故を起こした場合は、消防職員はそのイエローカードを見て物資の危険性を判断し、消防職員だけではなく対応できない場合は、国や県、民間事業者等に専門家の派遣を要請し、その指示に従うことになります。

　積載物資が放射性物質の場合については、例えば原発に使用する前の核燃料、これを新燃料と言いますが、これが東名高速道路を使用し、浜岡原発へ運送されております。この新燃料を収納する輸送容器に耐衝撃性、耐熱性等、国の厳しい技術基準を満たし、十分な安全性が確保されているため、大事故にも耐え得ると言われています。

　また、新燃料の輸送に当たっては、運送車両の前後に２台ずつ警備車両が走るため、交通事故等も起こらない状況にあります。

　したがいまして、新燃料の輸送については、心配されるような放射能漏れの事故そのものが起こることはないと、考えております。

　なお、島田消防署におきましては放射線防護服２体と放射線測定器１台が常備されております。

　次に、4)、原子力災害対策特別措置法についてお答えします。

　原子力災害対策特別措置法は、現在国会で審議中ですが、従来の原子力防災対策は、災害対策基本法の国の防災業務計画の一つとして策定されていました。本特別措置法は原子力災害の特殊性を考慮し、新たに災害を追加、修正したものであり、災害対策基本法の特別法的な位置を占めることになります。

　法の内容としましては、原子力災害の予防に関する原子力事業者の義務、原子力災害対策本部の設置、緊急事態の応急対策の実施、原子力災害の事後対策等を定めたものです。具体的には、原子力災害時に国において原子力災害対策本部が設置され、内閣総理大臣が本部長となり、防災対策の指揮をとります。

　また、今後原発関係市町村にオフサイトセンターと呼ばれる緊急時の応急対策の拠点となる施設が建設され、災害時はそこに国の現地本部長、県・市町村の責任者、民間の事業者、原子力の専門家等が集まり、原子力災害合同対策協議会を組織し、相互の協力体制をとることになります。この法律の制定により従来国は地方公共団体に助言、指導する立場にとどまっていたものが、指示を出すことまで踏み込んできております。このように国が積極的に関与することは、原子力の専門家の少ない地方公共団体にとっては評価すべきことではないかと思います。

　なお、原子力災害時の指揮権ですが、国の対策本部長、さきに内閣総理大臣が当たると申し上げましたが、現地の原子力災害合同対策協議会と連携を取りつつ指揮権を発揮していくのではないかと思われます。何分現在審議中の法律ですので、詳細については追って明らかに示されてくるものと考えております。

　以上でございます。

◯議長（澤脇圭司君）　津田恵子君。

◯15番（津田恵子君）　まず、質問しました点について少し反論させていただいて、後ほど二、三点の質問を重ねてさせていただきたいと思います。

　まず、原子力発電からいきます。

　やはり、部長の答弁で原子力事故はスリーマイル島の事故以来、10キロ圏内で対策は講じてあるが、島田市は20キロ圏内に入っているので、防災計画は立てる必要はないというふうに答弁されました。

　そこで、今回いろいろ資料をお持ちしたんですが、これは後ほどまた担当の方にも見ていただきますが、まずこれイギリスの資料なんです。イギリスのリーズとブラッドフォードという町が２つありまして、その町では１つは私たちの日本の原子力行政にもかかわりのあるセラフィールドの再処理工場ここと、もう１つがヘイシャム原発というこの２つの原子力災害が発生する可能性のある場所がありますと。そのリーズ市とブラッドフォードはその２つのところから83キロから90キロ、あるいは 135キロから 146キロの位置にあると。しかしチェルノブイリの事故以来、チェルノブイリは今ロシアのところで事故が起こり、それがヨーロッパ大陸を越えて北欧、そしてイギリスにも影響を及ぼした。だから我々は最悪の事態を考えて住民の命を守るためにこの冊子をつくったのだということが明記されています。これはだれがつくったのかと言いますと、リーズとそしてブラッドフォードの市議会が提案をし、英国リーズ市平和防災計画課がつくられたものです。

　10キロ圏内でいいのだというふうに部長は答弁なさいましたけれども、ここでは80キロ、 100キロあっても、安全を確保する最悪の事態のためには、きちっと行政として対応しようという資料です。

　それから、もう１つがアメリカです。アメリカはスリーマイル島の事故があって以来ということですが、スリーマイル島の事故以来コニチカットヤンキー原発とミルストン原発の周辺に住んでいる皆さん、もし事故が起きたらこのようにしなさいという冊子をつくってあります。これはこの中でこの冊子を読んでいますと、とても参考になるなと思ったのは、事故は常に起きないと書いてあります。確かに部長も以前の市長の答弁も事故は起きないとおっしゃっています。しかしもし起きたときのために最善を尽くさなければならないというのが、後に続く文言です。

　このアメリカの場合は、とても参考になるなと思ったのは、もし事故が起きた場合は、このような避難ルートで逃げなさいよというふうに書かれてあります。例えばレッドヤード地区はストールズへということで、12号線を北上し２Ａ号線に出たら西へ、そしてＩの 395線を北へ、89番出口へ14号線を西へ、 203号線に出たら北へ、14号線を西へ、そして 190号線を北へ、ユーコン体育館へ逃げなさいと、あなたの町はこのようなルートを通って、もし被害が起きたら逃げていくのですよというふうに丁寧に書かれてあります。

　日本の原発も事故は起こらないと主張されるなら、それを信じて市長も、部長も信じておられるならそれはそれでいいんですが、万が一事故が起きた場合の対策というのも考えておくべきではないかと思います。

　それから、イギリスとアメリカの話ではないかとおっしゃると思いますので、ここで日本の防災しおりを出します。これは新潟県の長岡市です。これは柏崎原発から30キロのところにある町なのですが、人口19万人です。全戸配布なさいました。部長の答弁でいくと10キロ圏外ではつくる必要はないということですが、長岡市はつくられました。これは防災のしおりですので、地震の編、火災の編、風水害の編、そして原子力災害編ということで書かれてあります。当然沃素剤は我々の町が配備しますというようにきちんと書かれてあります。安全であったとしても、万が一のことを考えてつくるべきではないかなと思います。

　それから、情報について２番目のところで、まず事故が起きたら中電から連絡が県へ行って、関係５町へ連絡が行きますと、その後報道発表して、その後に全自治体へ連絡が行く、住民はマスコミからいろいろな情報を得ることができるのではないかという説明でしたね。県が今度の東海村の臨界事故で茨城県へ調査に行っていますよね。その調査の報告書を見せてもらいました。

　そこで、こういうような時間経過の表をつくってみました。事故が起きたのは、10時35分です。そして県へは11時22分に電話で入り、11時33分にファクスが入っています。しかしなかなか動き出しませんでした。そこで東海村では12時15分に災害対策本部を設置しました。このときに県は全くマスコミの対応とか、情報収集に追われて的確な指示は出せませんでした。それから、その後東海村は防災無線で事故が発生したのを放送しています。そしてそのあと皆さん屋内へ退避してくださいという放送をしています。それから 350メートル圏内のところでは、被曝の恐れがあるからということで、避難をするという要請がありましたが、これも県から全く連絡がない中で15時に行っています。隣町の那珂町、ここでは全く情報が入らなくって、災害対策室の設置もおくれ、そして屋内待機の指示もおくれ、 350メートル以内の世帯の避難もおくれました。この那珂町が避難をしたのは18時40分、８時間たっています。この間に住民たちは放射線を浴びていたという事実があります。県が決定したのが、避難をしなさいよというのが22時30分です。

　このような状況の中では、県に任せておいて大丈夫だという主張は私は全く信じられないので、速やかに中電から直接情報が入るようなシステムをつくるように申し入れをしてもらいたいなと思います。

　それから、３点目の東名とか、あるいは国道とかを通っているときに事故が起きたらどうなるんだと、消防署員はどうするんだという質問に対して、原発関連の放射性物質は絶対に漏れることはあり得ないという答弁でした。ところが川崎市の消防局では、その原子力災害に対してもきちっとマニュアルをつくっていこうということで、ここに平成６年の12月に改正されたものですが、出ています。これも後ほど担当の方にお見せしたいと思います。なぜこれを言うのかと言いますと、何ら知識もなく現場へ駆けつけた消防署員が放射線を浴びる恐れがあるということです。

　ここで１点目の質問ですが、部長が消防署には防護服が２つ、そして測定器が１つあるとおっしゃいました。この防護服はどのような放射線を防御できるのか。そして測定器は何を検出できるのかということをお聞かせ願いたいと思います。

　それから、オフサイトセンターの言葉が出ました。今、特別措置法で、国が、国会が審議しているその原子力防災対策の特別措置法についてオフサイトセンターをつくると。浜岡原発の近くに国・県、そして周辺の自治体の頭脳を集めて、もし万が一の事故に対応するという説明でした。ところがこれに対して、先日ＮＨＫのテレビのナビゲーションという番組を見てみましたら、東海村の担当の方、そして福井県の担当の方、静岡県の担当の方がコメントを述べておられました。東海村の担当の方は、自治体の独自性を尊重して国がサポートしてもらいたい。福井県は住民に近いところが決定しなければならないことはあるはずだと。ところが静岡県は国の速やかな指示を期待しているということで、全く国にゆだねる体質があるというのがわかりました。私はどうしても自分の一番身近な自治体の長が、住民の安全を守るべきだと思います。

　そこで、質問です。先ほど消防の防災の服の話を聞きました。もう１つ。

　特別措置法で第７条第２項の協議自治体のところで、その範囲を調整中ということがあります。原発から10キロという規定は、先ほども部長がおっしゃったようにスリーマイル島の原発事故を参考にして決まっているのですが、その後のチェルノブイリの事故が発生したので、そこのあたりをもう少し検討しようという事態になっていると思います。そこで、市長から県や国へ、関係自治体として島田市も協議に参加したいという旨を要請されるおつもりはあるか、ないかをお伺いします。

　もう１点、万が一浜岡で事故になったとき、島田から消防署員が浜岡へ出向くということがあり得るのか、あり得ないのか。もしあり得ないとすれば、あり得ないという確証をどこで持っているのかということをお尋ねしますので、３点ここでお尋ねします。

　それから、財政問題です。

　財政についても、少し反論させていただいて、質問は二、三点にとどめます。

　まず、けさの朝日新聞でＧＤＰ、前期マイナス１％になったということで大騒ぎしていますよね。円も円安になったとかと。９月議会でも、今後政府の経済政策につき合わなければならないというふうに市長が説明されました。きょうもまたもう１年は苦難の時代だが、国の経済政策におつき合いをしなければならない。しかし、島田市の経済財政の指標であるさまざまな数字を見てみれば、全国的には中程度であるというふうにおっしゃっています。中程度であるからいいのかなと思いますが、全国的に地方財政が本当に苦しい状況になっているということは真ん中であろうと、上の方であろうと、下の方であろうと、地方財政の危機であるというのにはかわりないと思います。

　それから、市の財政、２番目の問題で財政計画については、長期では到底立てられないとおっしゃいました。実施計画についても収支の推計は３年しておられますが、到底単年度の推計しかできないという説明でした。それならば長期プロジェクトというのは計画できないではないかと、私は思います。まして実施計画についてですが、さまざまな計画は載せられていますが、去年から財政の見通しという項目が消えています。私たち市議会に対して、そして市民に対して、財政の見通しをきちっと提示しなくって、３年の実施計画を立てられているという事態です。本年もそのように実施計画の報告書には財政の見通しを載せられないのかどうか。これは１点お尋ねしたいところです。

　それから、バランスシートについては、さまざまな評価の方法があり、確立されたものがないということ、それから道路やあるいは学校等々の資産をどのように計算するのかというのを、今検討している。少し検討していく必要があるという答弁でした。少し検討していく必要があるというのは、実際に検討するのかどうかというのをお聞きしたいところなんですが、例えば県でも今研究をしているということを聞いていますので、そこへ参加してともに研究するのかどうかというのは、お尋ねしたいところです。

　それから、空港に関しては、県自体も主要プロジェクトを行っていくべきだと主張していると。この空港計画は社会基盤と地域開発の核となるものであり、夢のあるものだというふうに市長は説明をされています。私が静岡空港に反対をずっとしてきていますが、近年というか、ここ数カ月なんですが、県の職員の方とか、あるいは県の県立高校の先生方とおしゃべりをすることがあります。そのとき皆さんが、とにかく静岡空港はとめてもらいたいとおっしゃるんです。でも県の職員であるあなたが知事に言えばいいのではないですかと私が言いましたら、県の職員でありながら、そのことは言えないので、何とか頑張ってつぶしてもらいたい。この声が日に日に大きくなってきています。

　そこで質問ですが、新幹線新駅についても、これはセットでとても有意義なプロジェクトであるというふうに説明がなされました。市長、財政計画は立てられないと。長期では到底立てることはできないのであるというお考えの中で、では新幹線新駅の平面駅というのは、島田市の財政にどのような影響があるのかということを立てずに新幹線新駅島田市平面駅がいいのだと言っておられるのですか。これはいろいろな計画で、さまざまな評価をしても優位性があると、今おっしゃいました。では優位性を検討するのに全く数字なしに検討されているんでしょうか。よその団体にその検討をゆだねて、もう少し待ってみますという答弁だったと思いますが、そう待っているならば、どうして平面駅が有意だと市長が言えるのか、そこのところ必ず市長はデータを持っておられると思いますので、そのあたりを出してもらいたいと思います。

　そして、重要なところですが、富士や掛川、ここで新幹線の新駅がつくられました。そのときの市民の財政的な負担というのは数字で持っておられると思います。そのあたりも説明をしてもらいたいと思います。それがあってこそ初倉の新幹線駅が有意かどうか、市民が検証できるものですので、それだけを質問します。

◯議長（澤脇圭司君）　岩村市長。

◯市長（岩村越司君）　原子力に関しては、担当部長からお答えを申し上げます。

　それから、財政に関しての幾つかのお尋ねが改めてございました。決して中程度だから楽だと私は言った覚えはございません。全国的に苦しい状況には違いございません。国・地方を通じて特別会計とか、あるいは国鉄清算事業団の借金等含めますと 600兆を超える借金があるわけでありまして、先進諸国の中では、多分来年度あたりイタリアと逆転して世界一の債務国になるだろうと思います。そうした意味で、大変な状況であるということは、いささかも否定するものではございません。

　ただ、そうかと言って経済をこのままおいてもいいのかと議論があって、今何とか経済を立て直さないとこの借金も返せないと、将来にわたって。したがってもう一、二年我慢を強いられるのかなということを申し上げたわけであります。

　それから、財政計画、先ほど申し上げましたように中・長期的な財政計画というのは、実は国も大蔵省が国会へ提出します。提出したものが、まず翌年度もほとんど破綻を来しております。ほとんど使えない数字になっております。

　したがいまして、余り意味のないことを私どもとしては、責任逃れで担うんではないかということで、先ほど申し上げたわけでありまして、一、二年たって財政状況が安定してきて、税システム等がきちっと構築されて、財源の見通しがつくようになれば、当然そうした計画をつくることについてはやぶさかではございません。今のところ例えつくったにしても、来年度もすぐ破棄しなければならないような計画しかできないだろうというようなことを申し上げたわけであります。

　そうしたことから、実施計画についてもそのようなことを申し上げているわけであります。ただ一般財源につきましては、税制度が例え少し変化があったにしても、例えば 100億の今税収でありますけれども、減税が行われたにしても、最大４億から５億ぐらいの影響であります。

　したがいまして、90億前後の税収は確実に見込まれるわけでありまして、そうしたものを頭において実施計画等を計上をしているわけでありまして、実施計画そのものがすべての事業を網羅しているわけではございませんので、その点は御理解をいただきたいと思います。

　それから、バランスシートにつきましては、県でも、都道府県レベルで幾つかの団体が集まって、共通の認識を持とうということで勉強しているようであります。私どももそうした情報は承知いたしております。そうした情報等を収集する中で、真に有効なものであるなら、検討することはやぶさかではないと思っております。

　それから、空港につきましては、先ほどお答えを申し上げたとおりであります。

◯議長（澤脇圭司君）　大石産業環境部長。

◯産業環境部長（大石重範君）　原子力災害について、お答えします。

　１つ反論させていただきたいのですが、島田市が10キロ圏外にあるから、対市民に対してのそうした災害対策無視しているというようなニュアンスでおっしゃってましたけれども、決してそういうものではございません。私どもが考えておりますのは、原子力災害というものが、極めて広範囲にわたってくるという状況の中で、ある一つの災害の中でやはり10キロ、これがチェルノブイリ等の中でひとつの数値として──数値と言いますか距離として出ているわけです。この範囲内においてこうした統計的な政策はとられていくというふうに考えております。

　ですから、議員が例えばイギリス、あるいは長岡、そのほかにも小国町と私どもも情報をそれなりに得ておりますが、それぞれが単独の市町村が10キロ圏外にあるから私のところはこういうふうにした、こういうふうにしたというのはそれはそれでいいかもしれませんが、しかしこうした災害に対する考え方というのは、例えば島田の住民はこちらに逃げなさい、金谷の皆さんはどっちでもいいですよというような結果になってくると思います。

　そういう意味でも、この10キロという数値は、やはりこれは尊重する必要があると思います。そしてさらに10キロから20キロ、あるいは20キロから30キロという段階的な計画が、もし必要であれば、それは当然何らかの形で検討する必要があると思いますが、いずれにしてもこれは極めて広域的な問題になってくると思いますので、そういう方向でこうした問題というのは、対応していく必要があるのではないかというのが考えでございます。

　なお、御質問につきまして、まず１点目の消防の防護服、それからメータ等の測定可能の種類ということでございますが、ベータ線、エックス線、ガンマ線の測定が可能で、防護服につきましては、これらについては不透化でございますが、現段階では完璧な防護服というのはないというふうに、今消防の方からお聞きしました。

　それから、オフサイトセンターの参加につきましては、先ほども申し上げましたように、特別措置法が現在策定されていくという状況の中で、この10キロ圏内というものがどういう形態出てくるか、現在まだもちろんわかっておりませんが、その中での関係市町村というのが設定されてきておりますので、やはりこれを尊重していく必要があるではないかというふうに考えております。

　それから、浜岡原発の万が一の災害の際の島田市の消防の出動についてということでございますが、基本的には原発の災害につきましては、これは県・国の防災にかかわるものでございまして、即島田市の消防というものではございません。そのため当面は専門家の意見等の指示に従いながら、資機材等の提供を行っていきますが、最終的に出動要請があれば、島田市の消防もこれは出ていく必要があるというふうに聞いております。

　以上でございます。

◯議長（澤脇圭司君）　津田恵子君。

◯15番（津田恵子君）　何か忘れてしまいそうなので、原発の方からいきたいと思います。

　部長がお言葉ですがというふうに反論していただいたものですから、もう一度反論させていただきます。

　チェルノブイリ以降10キロになったのではなく、スリーマイル島の事故以降10キロになって、チェルノブイリの事故以降拡大しなければならないという風潮になっているということを御指摘しておきます。

　それから、10キロだから無視しているとは考えてはいないと、段階的な計画が必要ならば検討するという答弁でした。私はこの言葉を待っていたんです。10キロ圏内と国と県が決めたとしても、そのもし浜岡で事故が起きて10キロ圏内の人が避難をしなければならないという事態が起きたとき、島田の市民があれは向こうのことだからと平静でいられるかということです。やはりそれなりに近接の地域は、それなりの重みを持って受けとめなければならないと思います。そういう意味で２月には浜岡で浜岡の原発の事故を想定した防災訓練があります。そこへぜひとも島田市も何らかの参画をさせてもらいたいというような要請を県をしていただけないかどうか、お尋ねします。

　それから、情報をとにかく速やかに収集し、そして市民に速やかに報道する、これが行政に課せられたものだと思います。

　午前中の質問の中で、同報無線が聞き取りにくいのはどうしようかというようなお話がありました。市長もさまざまな方法が開発されるであろうとおっしゃったのですが、この先ほどの東海村の一番外れでもないんですが、金砂郷町というところがあります。そこでは防災無線と電話回線使用のオフトークによる屋内退避を広報したということ、オフトークってなんですかと私問い合わせましたら、どうも有線のような、でも有線ではなくて現実にある電話のそれに機械を一つつけて、それで４チャンネルでもって町の広報を１日に３回しているとか、あるいは音楽とかニュースを流しているというようなもので、これも何かの参考になるのではないかなと思い紹介しておきます。そういうように住民側に速やかな情報の提供の対応を考えてもらいたいと思います。

　それから、防災計画を立てないのかということで、立てる必要はないとおっしゃいましたが、電話が殺到するということもそれは想定できます。そのときに、では島田の電話はどこへかけたらいいのかというのがわからないので、防災の何らかの問題があったときはここへかけるというようなことも、住民の皆さんにお知らせしていただきたいなと思います。

　ですから、もう一度質問します。

　２月の防災訓練、浜岡原発の訓練に島田市として何らかの参画をできないのかというのをお尋ねします。

　それから、新幹線新駅の財政、全く考えておられないということで、財政を考えずして、島田市民に夢を売るという、夢と言うか、必ず破れる夢を売ってもらっては困ると思います。市長ですから。

　富士駅と掛川の方では、どれぐらい市民が負担をしていたのかというような情報も紹介してくださらなかったのですが、富士市の場合は市民１世帯当たり１万円徴収されたそうです。それは町内会を通して徴収されました。そして課長は５万円、部長は10万円寄附をしたそうです。このように大きなお金が住民負担として出さなければならない事態、それをお金を考えずして計画だけ賛成だと言ってもらっては、市長、空港とともに県の方を向いて島田市民を地獄に突き落とすような計画ではないかなと私は思います。明らかに財政計画を今後も明らかにして、我々のプロジェクトはこれだけの財政的な根拠があるから取り組むんだというそのことをきちっと市民側に明示していただきたいなと思います。

◯議長（澤脇圭司君）　岩村市長。

◯市長（岩村越司君）　空港についてのお尋ねがございました。

　考えてはおらないわけではございませんで、壇上でお答えいたしましたのは、今後協議をしていくというようにお答えをしたわけであります。地獄へ落とすために協議をするつもりはございません。地獄の中には、私もそういうことになれば入るだろうと、そのようなことを市民に対して申し上げるつもりはございませんので、訂正をいただきたいと思います。

◯議長（澤脇圭司君）　津田恵子君。

◯15番（津田恵子君）　そうですね。訂正をします。でも本当に将来夢のある島田市に導いていくのか、あるいは苦労のところへ導いていくのかという意味で、その表現をしました。地獄という言葉は訂正します。

◯議長（澤脇圭司君）　大石産業環境部長。

◯産業環境部長（大石重範君）　先ほどは失礼しました。

　10キロで反論したかったものですから、チェルノブイリとスリーマイル間違えました。私の間違えでございます。スリーマイル以降10キロということでございます。

　なお、情報収集等につきまして、２月の浜岡の訓練につきましては、現段階では関係市町村ということで決められておりますので、私どもが参加するということはかなわないわけでございますが、いずれにいたしてもこういう状況でございますので、情報収集等は行っていきたいと、そんなふうに思っております。

　以上でございます。
